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運輸総研だより
私たちは、常に一歩先の
運輸・観光を見据えています。

視 　 座
　越　直美

提 　 言
・緊急提言「地域交通制度の革新案」
・ バス・タクシー・鉄道の自動運転普及加速化に向けた提言
・宿泊産業の生産性向上についての手引き
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運輸総合研究所は、交通運輸及び観光に関する

総合的な研究・調査を実施し、未来への提言を行っています｡

https://krs.bz/jterc/m/profile_new https://x.com/JTTRI_official

最新の活動状況やセミナー等の案内は下記HPでお知らせしているほか、
月２回発行のメールマガジンや、X（旧Twitter）公式アカウントにて
随時お届けしています。ぜひ配信登録／フォローをお願いします。

メールマガジン





















































































































































































































東南アジアの人々との仕事

昨年４月に国土交通省観光庁から出向し１年半が経過しました。主な業務はアセアン・インド地域事
務所（AIRO）の観光分野の調査・研究をAIRO事務所職員と一緒に行い、これまで、複数国における持
続可能な観光に関する課題の整理、タイ国とのワーキンググループ（WG）やベトナム国とのワークショッ
プ（WS）の開催などの業務に携わっております。
東南アジアや南インド地域の人々と協力しながら行う業務が多くありますが、仕事に対する習慣が違

うことや各国ならではの「お作法」があるため、調整に多く作業を要します。うまく対応していくため
には、相手国のやり方を尊重すること、そして物事を早めに準備し着実に進めようとする日本とは違い、
お国柄でしょうか、直前に物事が決まることが多いため、日本の担当者には忍耐力とフレキシブルな対
応能力が必要になります。だからと言って、ただ先方国の出方を待っていればよいという話でもなく、
普段から少しずつシミュレーションを行い、相手が受け入れやすいようなことを考え、先方に頭出しを
しておくことが重要であることを肝に銘じながら仕事を進めております。
タイ国もベトナム国もカウンターパートは女性が多く、いつも笑顔で明るく元気に接してくれます。

彼女たちからは、いつも楽しそうに、一生懸命良いものを作り上げようという意気込みを感じ、こちら
も何とかそれに応えなければという気分になります。調整の場では、お互いの希望を意見交換しますが、
最終的に両方がWin-Winになるよう妥協案も受け入れつつ議論内容を構築していきます。日本側の高い
理想もありますが、それだけを主張しては前に進めません。先方の事情もあるので、相手への配慮が必
要です。
これまでの観光庁での業務経験において、2010年のAPEC観光大臣会合（奈良）、2019年G20観

光大臣会合（北海道）、UNWTO（現在のUN 
Tourism）等の国際機関業務などを通じ、各
国と連携しながら業務を行うことはありまし
たが、現在のように、二国間で直接相手国と
密に調整しながら進める業務に携われることは、
相手国のことを尊重し合いながら業務を行う
ことが学べ、更に国際的な感覚を養える非常
にありがたい機会であります。本研究所にて、
このような経験の機会を与えていただき、相
手国とのご縁を大切にしながら友好関係を継
続し両国の観光分野の発展の一助になれるよ
う取り組むとともに、自身の成長の機会を大
切にし、今後も頑張りたいと思います。

【専門分野】観光
【出身組織】観光庁
【在籍期間】2024年４月～

研究員　岡田　良子

第５回日タイ観光WG　オンタイファーム現地視察にて
タイ政府観光・スポーツ省の皆さん
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運 輸 総 研 現 場 か らの

ふるさとは遠きにありて

2024年４月に、独立行政法人の鉄道建設・運輸施設整備支援機構（鉄道・運輸機構）から出向し、
２年目の在籍となります。鉄道・運輸機構では鉄道建設を担当する土木職員として、北陸新幹線や北海
道新幹線、相鉄・JR直通線の工事などに携わってきました。交通インフラの整備を行う鉄道・運輸機構と、
交通インフラのあり方を研究し発信する運輸総合研究所とは長年交流も深く、今年度には共同研究に関
する覚書も締結されたところです。
運輸総合研究所では出自を生かした新幹線整備に関する調査業務のほか、地域交通に関する研究にも関わっ

ています。私は中国地方の山間部で育ち、急行列車に揺られて街へ出かける幼少期を過ごした影響か、
公共交通機関を利用した旅行をするのが好きで、趣味にもなっています。建設工事に従事していた頃は
現場への出張も数多くありましたが、まったく苦になりませんでしたし、プライベートでも鉄道、バス、
船、飛行機などの様々な乗り物を駆使して全国各地を訪れており、地域における交通のさまざまな現状
を利用者の立場からも感じてきました。着任時に紹介された地域交通制度に関する研究チームの資料で、
私の出身地を走る馴染み深いバス会社が偶然取り上げられており、縁を感じて参加した次第です。
利用者としては地域交通に詳しいつもりでいましたが、自動車交通に関する法令や制度など、実際の

地域交通がどのようにして成り立っているのかの背景については一から学ぶことも多々あり、知識の無
さを覚えることも少なくありません。また、行政や事業者の立場で活躍されてきた方々と直接やり取り
できる今の職務は、大変貴重な機会だと実感しています。これまではプロジェクトを如何に推進するか
という視点で業務に携わることが中心でしたが、プロジェクトそのものの姿がどうあるべきか、その姿
を実現するにはどうすればいいかという、より大きな枠組みで捉える視点を獲得する大切さ、難しさを
知り、大きな波に揉まれながらも奮闘しています。
研究所には鉄道、航空、物流、設備、また行政機関など、運輸・交通分野から多様な出向者が集まっており、

直接的な業務以外での何気ないやりとりもまた勉強になっています。組織のためには一旦外から組織を
見ることが必要だと日々感じている出向中の私は、地元のためには一旦外から地元を見ることが必要だ
と上京した学生時代の私に重なるところがあるのかもしれません。
大学でお世話になった恩師からは、「漠然とした “みんな” ではなく具体的な “誰か” の姿を意識することが、

結果的に誰にでも良いまちづくりや都市計画につながる」と教わりました。新幹線の駅から在来線でも
バスでも２時間かかる町、今ではその在来線もバスもどんどん消えていく今、そこで暮らす高齢の親。
その姿を遠く神谷町の部屋で思い浮かべながら、仕事に励む毎日です。

【専門分野】�鉄道
【出身組織】�独立行政法人 鉄道建設・運輸施設

整備支援機構
【在籍期間】2024年４月～

研究員　伊達　真生
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変化の中にある米国観光、
その現場から

2024年３月に観光庁から出向し、米国ワシントンD.C.のワシントン国際問題研究所（JITTI）に着任
してから約１年半が経過しました。JITTIでは、米国における観光政策や観光産業の動向を調査・研究す
るほか、総務も担当しています。初めての海外生活に戸惑うこともありますが、2025年１月からはトラン
プ政権という特異な政治状況が経済・社会・文化に与える影響を間近で見聞する、大変貴重な経験をさ
せていただいています。
本稿執筆時点では、日本へのインバウンドは2024年を上回るペースで順調に推移していますが、米

国への国際観光は、トランプ政権発足後の発言や国境政策の強化などの影響により、前年比で数％程度
減少しています。さらに、今夏成立した「One Big Beautiful Bill Act」では、ブランドUSA（日本の
JNTOに相当）への予算大幅削減、ESTA料金の引き上げ、Visa Integrity Feeの導入など、訪米者数
にさらなる影響を及ぼす可能性のある施策が盛り込まれました。これに対し、米国の観光業界からは批
判の声が上がり、議会などへのロビー活動も強化されているようです。
もっとも、米国の観光消費の大半は国内旅行であるため、国際観光の減少を国内観光がある程度補う

との見方もあります。実際に意見交換を行った関係者の多くも、比較的前向きな印象でした。その背景
には、中長期的に見れば、米国観光業界には大きな機会が待ち受けているとの期待があります。今後10年、
2026年のWBC（ワールド・ベースボール・クラシック）、サッカー男子Ｗ杯、2028年のL.A.夏季オリン
ピック・パラリンピック、2031年ラグビー男子Ｗ杯、2034年ソルトレイク冬季オリンピック・パラリン
ピックなど、世界的なスポーツイベントが次々と予定されています。さらに、2026年には建国250周
年を迎え、全米各地で記念イベントが開催される見込みです。
こうした米国観光の動きを踏まえ、日米の観光および人的交流のあり方について議論することが、今

後ますます大切になってくるのではないかと考えています。実際、米国の観光関係者に話を聞くと、日
本市場への期待は非常に大きく、日本は訪米者数で上位に位置し、重点的に取り組むべき国とされてい
ます。一方、日本にとっても、2024年末時点で米国は韓国、中国、台湾に次ぐ主要市場であり、消費
額の高さからも大変重要な存在です。
JITTIの職員として、米国の関係者と接する中で、観光のみならず様々な分野での日米関係の重要性を

実感する機会が増えています。また、こうした関係は「人と人との信頼」で成り立っていることも学ん
でいます。近年、自国中心主義的な動きが強まる中、観光を含めた日米間の人的交流の重要性について
改めて考える機会として、11月にはワシントンD.C.で国際交流をテーマとしたシンポジウムを開催予定
です。参加者の皆様にとって有益な場となるよう、しっかりと準備を進めていきたいと思います。

【専門分野】�観光
【出身組織】観光庁
【在籍期間】2024年3月〜

ワシントン国際問題研究所 研究員　小山　晴彦
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運 輸 総 研 現 場 か らの

ウィーンと東京
二足の草鞋で政策課題に取り組む

運輸総合研究所の客員研究員を拝命してから、早いもので３年の歳月が過ぎた。私はふだんオースト
リアのウィーン工科大学を本務校として欧州での交通とモビリティの政策にかかわる研究や教育に従事
しており、鉄道やバスの自動運転から、エビデンスに基づいた交通政策とそのための市民の参画といっ
た内容に主に取り組んでいる。運輸総研の客員研究員としての活動は、慶應義塾大学（2023～2024年）
や芝浦工業大学（2022年～現在）での客員准教授としての活動とともに、18年にわたるウィーン拠点
の研究活動の成果を日本に還元する窓口の意味合いが大きい。
この期間に運輸総研で取り組んだテーマは大きく2つあり、一つは日本の交通セクター（運輸部門）の

脱炭素化、もう一つは目的志向型の交通計画と、その中での公共交通政策である。これらは相互に強く
関連するテーマでもあり、また同時に、いずれも上述の欧州での研究・教育活動と直結する。そして、
日本のみならず世界的に重要かつ喫緊の課題である。
脱炭素化は世界の交通セクター全体にとって重要なテーマである。日本の運輸部門からの温室効果ガ

ス排出は全体の2割弱で、3割近くを占める欧州と比べると低い。それでも2015年採択のパリ協定を踏
まえた日本の国家目標である2050年の脱炭素化への道のりは遠い。活動内容としては「交通産業GXロー
ドマップ検討会」の立ち上げにあたっての、全体の進め方の検討や、同検討会への参加が中心であった。
また、2025年4月に開催された交通脱炭素シンポジウムⅣでは、パネリストとして公開議論に参加する
機会をいただいた。シナリオの設定や推計などは運輸総研の研究員やコンサルタントの専門家の方々が
大変な労力をかけて行ったわけだが、普段は日本にいない者として、オンライン会議も多用しつつ、私
なりの貢献ができたのではないかと思う。この研究成果は、現況の政策をそのまま続けているだけでは
2050年のカーボンニュートラルの達成は不可能であることを明確にしたが、運輸総研には研究成果の
さらなる社会への浸透と、具体的な施策という点での研究の発展で中心的な役割を担うことを期待したい。
もう一つの目的志向型の計画とその公共交通での展開は、日本ではコロナ禍などに起因する乗客減

少や運転手不足という現場の目の前の問題にばかり目が向きがちである。確かにこれらが喫緊の課題
であることは論を待たない。しかし、さらに広い文脈で、交通の計画そのものが「予測して提供する」
（predict-and-provide）という従来型の計画づくりから、「意思決定して提供する」「ビジョン駆動型」
（decide-and-provide, vision-led）の計画づくりへと大きく変化する中で、日本の交通計画体系をどう
転換していくのか、その中でどう公共交通やその計画を位置付けるべきなのか、こういった課題に対し
て欧州の事例を参照しつつ一定の方向性を示すことが、私の一つの役割だと考えている。ビジョン駆動
型の計画づくりは、上述の脱炭素に向けた必須事項であり、また成熟した社会に適した方法論であるこ
とは、世界的な共通認識である。こちらは研究がまだ道半ばであるが、一定の成果を還元できるよう、
引き続き務めていく所存である。

【専門分野】�公共交通政策、持続可能なモビリティ、
カーボンニュートラル

【在籍期間】2022年10月～

客員研究員　柴山　多佳児
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見出し 掲載誌等 掲載日
運輸総研、地域交通「委託の対価に」 公的負担で改革案

緊急提言「地域交通制度の革新案」
日刊工業新聞 2025年７月　１日

運輸総研、地域交通の「公共財」化へ緊急提言
緊急提言「地域交通制度の革新案」

観光経済新聞 2025年７月　１日

バス・タクシー・鉄道の自動運転 運輸総研 普及加速化へ提言
バス・タクシー・鉄道の自動運転普及加速化に向けた提言

交通新聞 2025年７月　２日

「SDGs_未来への約束」廃食油から航空エコ燃料
小御門和馬 前研究員

読売新聞
（大阪本社版） 2025年７月　２日

宿泊産業の生産性向上へ手引き公表 運輸総研が実践的ガイドラインを作成
「宿泊産業の生産性向上についての手引き」

観光経済新聞 2025年７月　２日

運輸総合研究所、「地域交通制度の革新」へ緊急提言、
法制度見直しや支援のあり方など取りまとめ

緊急提言「地域交通制度の革新案」
トラベルボイス 2025年７月　４日

ローカル鉄道駅を観光資源に　地域活性化へ新たな視点
第162回運輸政策コロキウム（武藤雅威 主任研究員）

観光経済新聞 2025年７月　６日

地域交通制度に「革新案」　法制度の抜本的見直しを　運輸総研が緊急提言
緊急提言「地域交通制度の革新案」

東京交通新聞 2025年７月　７日

運輸総研が地域交通制度の革新案まとめる
緊急提言「地域交通制度の革新案」

交通新聞 2025年７月　９日

持続可能な観光を構築
吉田昭二 前主席研究員・国際部長（現・東北運輸局長）

河北新報 2025年７月12日

［参院選2025 青森の争点］（４）訪日客 地方観光に需要 受け入れ態勢 不十分＝青森
手塚有希子 研究員

読売新聞（青森版） 2025年７月12日

船の次世代燃料エンジン 開発進む
大坪新一郎 特任研究員

静岡新聞 2025年７月13日

運輸総研が「地域交通革新シンポ」公共財として自治体、民間関与を
路線バス事業集約する制度必要

地域交通シンポジウム「緊急提言～地域交通制度の革新案～」
東京交通新聞 2025年７月14日

観光客の多様化目指す
吉田昭二 前国際部長（現・東北運輸局長）

河北新報 2025年７月23日

自動運転「日本出遅れ論」は間違い？進む「自動運転2.0」への進化の実態
「バス・タクシー・鉄道の自動運転シンポジウム」・緊急提言「地域交通制度の革新案」

東洋経済オンライン 2025年７月29日

緊急提言「地域交通制度の革新案」を発表
緊急提言「地域交通制度の革新案」

『JRガゼット』
2025年８月号（No.461） 2025年８月　１日

インドネシア物流改善へ　日イがシンポジウム
物流シンポジウム「インドネシアにおける効率的な物流の構築を目指して」

インドネシア・じゃ
かるた新聞 2025年８月　５日

「国際報道2025－日中で競争激化 造船業界「100年に一度の大転換」」
大坪新一郎 特任研究員

NHK BS 2025年８月26日

赤字続くバス事業を「共同経営」で再建へ！熊本のバス５社が地方交通の課題に挑戦
緊急提言「地域交通制度の革新案」

東洋経済オンライン 2025年８月26日

誰もが安心して移動が出来る社会へ　制度や技術の革新と意識の転換を
宿利正史 会長

月刊医療情報誌『集中』
2025年９月号 2025年９月　１日

両備Ｇ・小嶋代表 地域交通再生へメッセージ 交通は「公共財」、交付金2000億円確保を
緊急提言「地域交通制度の革新案」

東京交通新聞 2025年９月　１日

公共交通の確保重要
吉田昭二 前国際部長（現・東北運輸局長）

秋田魁新報 2025年９月　６日

観光地のバス・タクシー、運賃割り増しで維持を 運輸総研が提言
「観光バリューチェーンにおける交通のあり方検討委員会」とりまとめ

東京交通新聞 2025年９月　８日

特性に応じた財源確保を　運輸総合研究所 観光地域の交通サービスで提言
「観光バリューチェーンにおける交通のあり方検討委員会」とりまとめ

観光経済新聞 2025年９月15日

メディア掲載情報� （2025年７月～９月）

メ デ ィ ア
掲 載 情 報
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新任研究員紹介

専門分野
鉄道

出身組織
東京地下鉄株式会社

主な職歴
東京地下鉄株式会社 電気部

同 鉄道統括部
草薙 一輝
研究員

KUSANAGI Kazuki

専門分野
海運政策

出身組織
一般社団法人日本船主協会

主な職歴
船主協会本部にて、港湾、政策、国
際対応、環境関連などを担当のほか、

ロンドン事務所に駐在山上 寛之
主任研究員

YAMAGAMI Hiroyuki

2025年 10月着任 2025年 10月着任 ワシントン国際問題研究所

専門分野
鉄道、航空、自動車、海事、

海外インフラ展開

主な職歴
国土交通省 大臣官房審議官（航空局）
国土交通省 国際統括官付国際交通特別

交渉官
在インド日本国大使館 参事官

（株）海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN） 
常務執行役員

山腰 俊博
主席研究員・国際部長

YAMAKOSHI Toshihiro

2025年 9月着任

見出し 掲載誌等 掲載日
地域公共交通 再編へ公民連携「地域交通確保の責任主体は自治体」
―運輸総研、法制度見直しを提言

緊急提言「地域交通制度の革新案」
『日経グローカル』No.516 2025年９月15日

運輸総合研究所・第163回コロキウム/コロナ禍後の米LCC、戦略で明暗
第163回運輸政策コロキウム（福原和弥 主任研究員）

Daily Cargo 2025年９月16日

海洋立国懇話会、海の日固定化に向け総会決議、「意識改革へ」と武藤会長
大坪新一郎 特任研究員

日刊海事プレス 2025年９月22日

運輸総研 国交相に要請文 「地域交通制度」の緊急提言
緊急提言「地域交通制度の革新案」

交通新聞 2025年９月26日

インドネシア 高速鉄道赤字 事業費膨張 中国主導整備 債務交渉へ
富田晃弘 主任研究員

読売新聞オンライン 2025年９月29日

地域交通を「公共財」に運輸総研、関連法制度の抜本的改革を国交相に要請 
緊急提言「地域交通制度の革新案」

東京交通新聞 2025年９月29日

運輸総研、地域交通制度の革新を国交相に要請
緊急提言「地域交通制度の革新案」

観光経済新聞 2025年９月29日
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� 2025年10月現在

� 運輸総合研究所は日本財団の助成を受けて活動を行っております。

理事長

和田 浩一
会長

宿利 正史
所長

屋井 鉄雄
専務理事

ワシントン国際問題研究所長
アセアン・インド地域事務所長

奥田 哲也

当　研　究　所　の　ご　紹　介

運輸総合研究所は、旧運輸省（現国土交通省）のイニシアティブにより、日本の産官学の支援で1968年に設立されたシンクタン
クで、交通運輸及び観光分野における様々な研究調査活動や政策提言を行っています。「学術研究と実務的要請の橋渡し」という設立
の理念に立脚し、現在及び将来の諸課題について、「世の中の役に立つ」、「使いものになる」研究や政策提言、つまり課題解決に資す
る成果に結実させるべく取り組んでいます。
また、東京の本部と海外拠点である米国・ワシントンD.C.のワシントン国際問題研究所（JITTI）及びタイ王国・バンコクのアセ

アン・インド地域事務所（AIRO）とが一体となって、北米から東南アジア・南アジアまでのインド・太平洋地域や欧州を視野に入れ
た広域的かつ戦略的な活動を行っています。

役　　員

コンサルティング事業（受託調査）について

国、地方自治体、独立行政法人、民間会社等から公共交通・モ
ビリティ、高速鉄道、都市間・都市鉄道、航空、物流、観光など
様々な分野の政策企画立案や計画づくり等のための調査を受託し
ています。
特に交通計画関連を中心とした調査実績に基づく知見の蓄積や

学識経験者とのネットワークを活用し、国際拠点空港等の滑走路
新設・増設の計画策定の基礎的検討、東京、大阪などの都市鉄道
の新線建設にかかる将来需要予測、事業採算性分析、費用便益分
析等による事業免許取得に向けた事業性の検討、補助対象事業と
なる鉄道施設の事業評価など、実務的なニーズに対応した研究調
査に取り組み、社会に貢献しています。

2024年度における主な受託調査実績

・今後の東京圏を支える鉄道のあり方に関する調査研究
・整備新幹線の開業効果に関する調査
・広域交通ネットワーク形成等に関する調査
・新しい成田空港構想検討会運営
・全国幹線旅客純流動調査の実施計画等検討
・VR・AR技術を用いた飛行訓練装置の導入に向けた調査
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　「運輸政策研究」J-STAGE版（早期公開）ページ　

https://www.jstage.jst.go.jp/browse/tpsr/advpub/0/_contents/-char/ja➡

最新の掲載論文はこちらです。

【論説】
地域多様性を創出する観光地経営を目指して─DMO創設からの10年を迎えた課題と展望─
久保健治（株式会社ヒストリーデザイン代表取締役、神田外語大学兼任講師）

【紹介】
欧州・北米からの訪日客を対象とした複数国周遊の実態分析
岩崎幹平（国土技術政策総合研究所空港研究部主任研究官）
黒田優佳（国土技術政策総合研究所空港研究部空港計画研究室長）
大石　礎（株式会社三菱総合研究所主任研究員）
鈴木　新（株式会社三菱総合研究所研究員）

　お問い合わせ　

一般財団法人運輸総合研究所　総務部 広報・出版課
TEL：03-5470-8410　E-mail：libroom@jttri.or.jp

　投稿論文の募集　
当誌では、交通運輸・観光に関する論文等を、政策担当者、研究者、企業等の関係者から幅広く募
集しております。投稿前に会員登録や学会等での発表は不要で、締切の設定もないため、いつでも
投稿可能です。投稿論文等は複数の査読員または審査員により短期間で査読または審査がなされ、
編集委員会による最終判定で採用されたものは、速やかにJ-STAGE及び機関誌「運輸政策研究」
に掲載いたします。
また、論文投稿料は無料となっており、論文が掲載された際には、投稿者に謝金をお支払いします
（査読有論文のみ）。
なお、当誌は「学会賞選考委員会の定める研究雑誌」として、日本交通学会の論文賞審査対象論文
掲載誌に指定されています。
この度、上記のとおり投稿区分を変更し、投稿しやすい区分となり、また、査読無しの区分では、
より早く論文掲載が可能となります。皆様の積極的なご投稿をお待ちしております。
※各区分における内容や要件は、運輸総合研究所サイト「投稿について」
https://www.jttri.or.jp/journal/post.html に掲載の、改訂後の「投稿
要領」等をご覧下さい。

　「運輸政策研究」Vol.27 通巻83号（2025年２月28日発行）J-STAGE版　

https://www.jstage.jst.go.jp/browse/tpsr/27/0/_contents/-char/ja
「運輸政策研究Vol.28 通巻84号」は、2026年２月末の発行を予定しています。

機関誌「運輸政策研究」投稿区分変更のご案内
「運輸政策研究」は、交通運輸・観光分野（モビリティ及び
ロジスティックスを含む）の政策に関する理論と実務の橋渡
しを担うことにより、実務担当者（政策担当者、企業等）と
研究者を含む関係者の間で、交通運輸・観光分野の政策に関
する幅広い議論および知見・情報の共有がなされることを目
的として発行しております。
この発行目的に沿って、これまで以上に皆様からの論稿を積
極的に掲載していきたく、査読無の投稿区分を設けるととも
に、査読有の区分の中に、実務から得られた新たな視点等を
共有するための「実務論文」という個別区分を設けました。

【今回の変更点の概要】
旧区分 新区分

政策研究論文（査読有）
変更なし

学術研究論文（査読有）
報告論文（査読有） 実務論文（査読有）
論　説（査読有） 報告・論説・紹介

（査読無）
※形式審査あり

紹　介（査読有）
紙上討議（査読有）

「運輸政策研究」（J-STAGE版）は無料で公開しています
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会 員 特 典

https://www.jttri.or.jp/sanjyo/

　お問い合わせ　

一般財団法人運輸総合研究所
総務部　総務課（賛助会員事務担当）
TEL：03-5470-8400　E-mail：sanjokaiin@jttri.or.jp
FAX：03-5470-8401

賛助会員へのお誘い
　賛助会員について　
一般財団法人運輸総合研究所では、交通運輸・観光の分野において、現在及び将来の諸課
題の解決に資する調査研究や提言、データの収集整理や定期刊行物の発行、シンポジウム
やセミナー等の開催等に積極的に取り組んでおり、その成果は各方面で有益にご活用いた
だいております。
こうした活動を支援していただくために、賛助会員制度を設けており、賛助会員には以下
のような特典をご用意しております。
活動趣旨に賛同し、当研究所の活動を支援して下さる個人や団体、法人の賛助会員を募集
しております。多くの皆様からのご支援、ご協力をお待ちしております。

〇�機関誌「運輸政策研究」、数字で見る鉄道、都市・地域交通年報等の� �
当研究所の定期刊行物の配付、定期刊行物に係る電子データの提供

〇当研究所が開催するシンポジウム、セミナー等の録画の先行配信

〇運輸観光図書館の図書の貸出、館内ワークスペースの利用等
運輸観光図書館は当研究所２階にございます。詳しくは巻末のご案内をご覧ください。

〇当研究所の研究員による「出前講演」の提供
当研究所の調査研究や提言の活動を通じて得られた７つのテーマに係る知見について、
賛助会員のご指定の場所に当研究所の研究員が出向き、講演します。
（年１回まで講演料は無料です。その他詳細は下記HPをご覧ください。）

　会　費　

１口　年間12万円

　加入申込　
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運輸総研だより
私たちは、常に一歩先の
運輸・観光を見据えています。

視 　 座
　越　直美

提 　 言
・緊急提言「地域交通制度の革新案」
・ バス・タクシー・鉄道の自動運転普及加速化に向けた提言
・宿泊産業の生産性向上についての手引き

2025
秋 号Vol.16

2025 

秋
号

Vol.16

運輸総合研究所は、交通運輸及び観光に関する

総合的な研究・調査を実施し、未来への提言を行っています｡

https://krs.bz/jterc/m/profile_new https://x.com/JTTRI_official

最新の活動状況やセミナー等の案内は下記HPでお知らせしているほか、
月２回発行のメールマガジンや、X（旧Twitter）公式アカウントにて
随時お届けしています。ぜひ配信登録／フォローをお願いします。

メールマガジン




